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市町村

● 幼稚園・保育所の一体化

幼稚園・保育所・認定こども園の垣根を取り払い（保育に欠ける要件の撤廃等）、新たな指針に基づき、幼児教育と
保育をともに提供するこども園（仮称）に一体化。

● 給付の一体化

幼保一体給付（仮称）による財政支援

● 機能の一体化
・ こども指針（仮称）の創設（幼稚園教育要領と保育所保育指針の統合）

→ すべての子どもに質の高い幼児教育・保育を保障。家庭における子育て・教育にも資する。小学校学習指導要領との整合性・
一貫性の確保。

・ 資格の共通化を始めとしたこども園（仮称）としての機能の一体化の推進

● 多様な事業主体の参入
学校法人、社会福祉法人、株式会社、ＮＰＯ等、多様な事業主体の参入が可能。

イメージ① こども園（仮称）

・共通の指針に基づく幼児教育・保育の提供
・応諾義務（正当な理由のない場合）

幼保一体給付（仮称）
（法定代理受領）

こども園（仮称）

・質の高い幼児教育・保育の保障

・親の就労形態に応じた保育ニーズへ
の対応

・質の確保された幼児
教育・保育の提供責務

・適切なサービスの確
実な利用を支援

専業主婦家庭

長時間就労家庭

短時間就労家庭

すべての子どもへの良質な成育環境を保障

学校法人 社会福祉法人 株式会社 ＮＰＯ

多様な事業主体の参入
～指定制の導入（客観的基準を満たせば多様な事業者の参入が可能）～

・質の高い幼児教育の保障
・家庭の子育て・教育支援

別紙



（市町村がやるべきこと）
・研修・交流
・代替保育体制の確保
・巡回相談
・保育内容の支援

保育者

児童

児童 児童
児童

連携

こども園（仮称）

● 少人数を対象とするきめ細やかな保育
少人数制で、一人ひとりの発達状況、体調などにきめ細やかに対応可能。

● 家庭的な環境の提供（主に３歳未満児を対象）
主に３歳未満児を対象として、家庭的な保育サービスを提供。

● 訪問型によるサービスを新設

イメージ②－１ 小規模保育サービス①

こども園（仮称）と
の密接な連携
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【提供サービスの質
の確保】

・保育ママの要件と
して保育士又は一
定の研修修了者と
する 等
【安心の保障体制】

・安全に十分配慮さ
れた場の確保

・事故発生時の保障
の体制確保 等

複数の家庭的保育者により一体的
に実施される、小規模サービス

保育者の居宅以
外の場所でも可能

保育者の居宅


